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骨折 の治療に お い て重要な要件は , 骨癒合過程をい か に適確 に診断し, 正常

な骨癒合が進む方向 へ と導 い て いく かと い う こ と である ｡ 現在 ､ 臨床 にお い て

骨癒合は主 に レン トゲン の 画像情報を基に診断されて い る ｡ レン トゲ ン画像は ､

骨折部を含めた骨全体 の投影像とともに骨折部に形成された仮骨を透過性が低

下した領域として描画する こ とが出来 るた め , こ の 仮骨の 量と濃度 の変化を骨

癒合の判断材料として い る ｡ しか し , レン トゲン画像 に よる情報は , 仮骨の 形

態変化を見て い る に過ぎず ,
■
骨折部の強度を評価して い ない た め ､ 骨癒合の評

価は結局 の と ころ 主観的判断に よる と こ ろが大きい ｡ そ の 結果, 不 適確な判断

に より早期 の荷重負荷を行い , 再骨折を来たす症例が実際に少なからず存在し

て い る ｡ また
一 方で 骨癒合判定が慎重に なる あまり , 患肢に長期の免荷 (荷重

を加えない こと) を強 い る こ とにより , 正常な骨代謝を阻害し骨萎縮を来たし

て しまう こ ともあ る ｡ つ まり , 現状にお い て 行わ れて い る骨癒合 の診断法は決

して十分で ある とは言えな い ｡ こ の 間題点は近代早期より指摘され てお り , 覗

在まで多く の骨癒合の判定法が研究開発されて きた ｡ しか し, 既存 の骨癒合判

定法は侵襲的であ る も のや精確性が十分で な い , 若 しく は測定対象が限定され

るな ど問題点があり , 骨癒合判定法として汎用されて い ない ｡ 現状 にお い て 骨

癒合判定法として 求められ る要件は①精確な定量評価 ②強度 の類推が可能

③非侵襲に評価可能 ④汎用性があ る こ とであり ､ これ ら をす べ て 満たす測定

法は存在して い ない ｡

我々 は これ らの問題点を克服し ､ 非侵襲か つ定量的な骨癒合判定の可能な新

たな測定法を開発した ｡ 骨は荷重 に対し変形を起 こすが , そ の 際, 粘弾性体で

ある骨は , 荷重に対する変形 (歪) の 可逆性 ･ 非可逆性 ･ 時間依存性によ っ て

弾性 ･ 塑性 ･ 粘性と い っ た様々 な力学特性を示す ｡ よ っ て , こ の変形 (歪) を

定量的に検出する こ とに より ､ 骨の 力学的特性が評価 で きる ｡ 我々 は , こ の 骨

の 変形 を非侵襲 ･ 非接触に検出する ため超音波を用 い た ｡ 超音波は非侵襲 に骨

表面の 画像を取得す る ことが可能である o 骨 ( 骨表面) の荷重にともなう変形



を精確に 計測 を行うため にエコートラッキげ (ET) 法を用 い た ｡ エコ小ラッキげ 法は ､ 組

織か らの RF (R a d i o F r e q u e n c y) エコ ー 信号の位相を検出して , 超音波 の波長以下

の精度で組織 の微小変位を計測する技術で あり ､ 臨床で血管径 の計測法として

確立して い る手法で ある ｡ 我々 の 最終目標は , 生体 における骨 の荷重変形測定

を精確且 つ定量的に行 い , 骨癒合判定を可能にす る診断装置を開発する こ とで

ある o この 目的の ため に骨の力学的特性で ある弾性 ･ 粘性 ･ 塑性 を超音波エコ小ラ

ッキげ 法に て非侵襲 に検出する方法を基礎的実験に より開発し､ 臨床測定を行う

こ とで有用性を検討した ｡

基礎実験で は骨表面計測用 に改良を行 っ たE T 測定装置に て金属平板の変位を

測定し, これ を接触式変位セ ンサ ー との 同時測定を行 い 2 . 6 LL m の 精度が実証さ

れた ｡ また , 実際 の骨 の 変形 が精確に測定可能か検証す るた め に動物骨の 両端

固定 3 点曲げ試験を行 っ た . 荷重による骨の変位をE T 法と歪ゲ ー ジにて 同時測

定を行い その結果, 両者に強 い相関 (R = 0 . 9 9 9) が見 られた ｡ さ らに E T 法を 1

点の 変位計測から同時複数点の変位計測を可能にする こ とで骨の変形量として

算出する測定法の改良を行 っ た ｡ 超音波プロ ー ブ長軸上 の 4 01n m の ス パ ン に 1 0 m m

間隔に 5 点 の E T 計測点を設けB 画像上 にて測定部位を設定可能なもの とした ｡

測定 5 点をスプライ ン曲線で補間し こ の 曲線と第 1 点か ら 5 点 を結ぶ直線と の

拒離を 401nm の ス パ ン で除したもの を ET ス トレイ ン (ET S) と定義し評価した .

こ の 複数点計測により骨の変形が検出可能か検証する た めに豚腰骨の両自由端

3 点曲げ試験を行 っ た ｡ 骨軸上に 設定した ET に よる 5 点 の 変位量から算出した

変形量 (ET S) と , 同じく骨軸上に貼付した歪ゲ ー ジ の 歪量は両者に強い相関

(氏- 0 . 9 9 8) が見られ た ｡ E T 測定による粘性評価 の基礎実験として模擬骨を用 い

た骨折モデルを作成した ｡ 骨折部に骨癒合過程 の仮骨と同等の粘性を持つ 5 つ

の 粘性体をそれぞれ介在させ ET 装置に より骨折モデル の粘弾性測定を行 っ た ｡

両 自由端によ る 3 点曲げを正弦波にて行 い荷重周期と模擬骨表面 の ET 変位計測

周期からE T 計測における粘性値を算出した ｡ そ の結果 , 粘弾性測定装置に より

計測した介在させた粘性体 の粘性値との間で強い相関(R = 0 . 9 4 0 6) が見られた ｡

こ れら の 基礎実験により骨計測用に改良されたET 装置が骨癒合過程の骨の変形

を検出する の に十分な精度を有する こと を明らかにし ､ 臨床における剛性 ･ 粘

性測定の 可能性を示した ｡

本装置を用 い , 腰骨骨折患者 に対 し骨癒合の判定を行 っ た ｡ 創外固定器に よ

る治療を行 っ て い る症例 に対 して プロ ー ブ を創外固定器に 固着し測定を行 っ た .

座位 の 状態から膝上か ら腰骨 に対 し徒手的に縦圧縮荷重1 00 N を加 え腰骨表面 の

荷重 に よる変形をE T 複数点計測 により変形量 (ET S) を算出し評価した ｡ 測定

は2 か ら4 週 の 間隔にて創外固定器抜去まで経時的に行 っ た ｡ 5 例 7 肢 の 測定を

行 っ た と ころす べ て の 症例にお い て経時的に変形量が減少して お り骨癒合過程



を定量的に評価可能で あ っ た ｡ 最終測定時には いずれ の症例も 500 E T S 以下で あ

りそ の 後2 ケ 月以内にす べ て の 症例 で創外固定器の抜去が可能で ありそ の後 の

再骨折も無か っ た ｡ これ ら の 測定に より, 創外固定器症例にお い て ET 剛性測定

が骨癒合の進行を定量評価可能で あるだけで なく最終的な抜去時期 の指標とな

りえる ことを示 して いた ｡

創外固定器抜去創外固定器による治療以外の症例 (保存療法 ･ 内固定療法)

で はプロ ー ブは骨に対し固定で きな い ため下腿の近位 ･ 遠位 を下腿形状に採型

可能な治具を用 い固定し測定を行 っ た ｡ 固定した下腿 の骨折部近傍にお い て 2 5N

の 荷重 を荷重計に より加え ､ こ れ によ る骨の変形を 3 関節ア ー ム で外部から保

持したプロ ー ブに より測定した ｡ プロ ー ブは骨折部の近位 ･ 遠位 の 2 箇所に設

置しそれぞれ 5 点の 複数点計測を行い近位 ･ 遠位骨片 の傾斜角を測定した ｡ こ

の 傾斜角は5 点の 変位点 の直線回帰により算出した直線の変位量から変形角度

(ET 変形角) と して算出し評価した ｡ E T 変形角の経時変化を同様の固定にて計

測した健側肢と比較し骨癒合を定量評価した . 測定対象は8 名9 肢で 治療法の

内訳は , 保存療法が 2 例 2 肢 , 手術療法は 6 例7 肢 (髄内釘 : 4 肢 , プレ ー

ト :

1 肢 ､ 腸骨移植と螺子固定 : 1 肢, 創外固定抜去後 : 1 肢) で あ っ た ｡ 2 - 6 週

間隔で測定を実施し , 測定期間は平均26 . 2 週で測定回数は平均6 . 7 回で あ っ た ｡

保存療法を行い レ ン トゲン上 , 正常な骨癒合が進行した症例で はET 変形角は経

時的に指数関数様に減少し､ 骨癒合を定量評価可能で あ っ た ｡ 髄内釘手術後 5

年 の 経過で レン トゲン上 , 偽関節の様態を示す症例の ET 計測で は , 健常側 の 5

倍以上 のE T 変形角を示し, 経時測定で も明らかな減少はなく , 骨癒合不全で あ

る ことが診断可能で あ っ た ｡ いずれ の症例に おい て も傾斜角による定量評価は

可能で あ っ た ｡

E T 計測に より非侵襲 に骨癒合の進行と遷延が定量診断可能 であ っ た｡ 骨強度

と の関係に つ い て は今後明らかにして いく必要がある が , 今後骨折治療後の許

容荷重量 の決定 ･

固定材料抜去時期を判断す る診断法として また , 骨癒合促進

治療の治療効果判定法として応用可能で あると考え る ｡




